臨時県会において結論がでた県立高校の再編整備に関する声明
２００６年９月２０日

長野県高等学校教職員組合

先週の１５日（金）閉会した臨時県会において、高等学校改革プラン「実施計画」に基づく議案が採決され結論がでました。これ以上結論を引き延ばすことに対しては、受検を控えた中学生・保護者の皆さんや、「実施計画」に従って検討を強いられている高校現場に混乱や戸惑い、大きな負担をもたらすことから私たちは反対をしてきました。この点に関しては、この臨時県会で結論が出たことを評価しつつ、ここに声明を発表します。

　第１に、地域の声や高校現場の願いや要望を無視して、「初めに結論ありき」の姿勢を変えずに「実施計画」を策定し県民や高校現場に押しつけてきたり、突如臨時県会直前に実施時期を変更したりした県教育委員会の暴走・迷走に対し、一定の歯止めをかけることができたことは評価できます。県会の場を舞台にして、様々な県民の声が反映されて高校の統廃合問題に決着をつけることができたということは、県民世論と運動の成果であり全国に例を見ないことです。

　しかしながら、教育の課題が、県会という政治の場ですべて解決されることは好ましいことではありません。県教育委員会は、県民世論や地域の声、学校現場の要望に謙虚に耳を傾け、無用な混乱を避けるよう努めることを求めます。

第２に、とは言え新しい校舎・設備が準備されず、加えて１年という短期間で教育課程を含め新しい高校の教育内容や計画を策定し新入生を迎えるという無謀な手法をとっていることも、全国に例を見ない極めて特殊なことです。学校説明会では十分な説明をすることができていないということも、県民に対して無責任です。

このことはひとえに、「平成19年実施」の方針に固執し、高校現場に検討を押しつけてきた県教育委員会の責任であると言わざるをえません。そのことを反省し、来年４月実施が決定した高校に対しては、新入生に責任のとれる教育を準備できるように、施設設備に関する要求を早期に実現することを含め高校現場に寄り添い全面的な支援を行うよう求めます。

　第３に、否決された「実施計画」についてです。否決されたということは、引き続き検討を深めて、来年度の県会に学級の募集停止を再提案しろということを意味するものではなく、原則的にはこれらも白紙にして、「実施計画」を策定し直すことが求められたと見ることが筋というものです。

その意味では、その統合の不合理さが今回の臨時県会で明らかになった長野南と松代、岡谷東と岡谷南などは、いったん白紙に戻して、現状の態勢で「魅力づくり」をすすめることを県教委は決断すべきです。また、他の統合案の中には、十分な検討期間を保障し施設・設備が完備することなどの条件が整えば、実施が可能なものが含まれています。これらを冷静に判断し、県教育委員会は本日の定例会で「実施計画」の一時凍結を含めて英断をくだすべきです。

　今後のすすめ方について見解を述べます。

　第１に、県立高校79校という数値にこだわらず、「実施計画」を修正することを求めます。2004年に実施された「県民アンケート」では、学級の適正規模について１学年３～４学級が適当とする回答が39％、５～６学級とする回答が38%でした。しかし、高等学校改革プラン検討委員会では「県民アンケート」を根拠にしながらも、なぜか１学年5.5学級を基準に県立高校79校を導き出しました。

　このような全く根拠のない、財政支出を抑えることから導き出された数値を前提にして、別の高校を統廃合するような「たらい回し」は絶対にしてはなりません。

　第２に、多部制・単位制高校や定時制・通信制高校のあり方については、まったく議論がされていません。これらについても、県会の承認が必要のないことを隠れ蓑にして強引にすすめることのないように求めます。

　私たちも、高校現場に身を置くものとして、30人学級の実現や通学区制のあり方の検討を含めて積極的な提案をしていきたいと考えています。
